・相談支援連絡会の事業報告（現状と課題）
１、相談支援連絡会の取り組み
（１）障がい福祉サービス利用意向調査（訪問調査）の実施、ニーズの把握

· 昨年度に引き続き、障がい福祉サービスの利用意向調査（訪問調査）をサービス利用者全員に実施。
· 訪問調査を各相談支援事業所にも依頼して２人一組で訪問。障がい福祉サービスの支給量や利用状況を確認してくる。そのときに、障がい者本人や保護者の困っていること、ニーズなどを直接聞いてきている。
· 今年の７月からは２巡目に入った。７月からは、対象者の昨年との違いを確認するとともに、１年かけて行ってきたニーズ調査の結果をお伝えしている。また、その中で「緊急時の対応に困る」という地域課題の解決策の一つとして、「緊急時サポートブック」をお渡しし、一緒に記入していくなど使い方を説明している。
（２）障がい福祉サービスの支給決定量の確認

· 昨年度に引き続き、訪問調査の結果（情報）を相談支援連絡会に諮り、各相談支援担当者で共有している。
· 新規で障がい福祉サービスの利用申請をされた方、すでに障がい福祉サービスの支給決定を受けている方のサービス支給決定量の確認を行っている。
（３）個別支援会議の定義、開催報告
· 個別支援会議の結果から見えてくる地域課題やニーズも重要と捉え、個別支援会議の開催基準を明確にした。（後述）

· 相談支援連絡会で障がい福祉サービス支給量の検討や情報の共有化を行うことで、相談支援や個別支援会議が必要なケースが浮かんできた。
· 訪問調査から相談支援につながったケースも増え、連絡会の場で他の相談員の意見を聞く機会もできた。
（４）相談支援専門員の質の向上と連携（他職種も含む）
· 相談支援専門員の質の向上と連携に向けた取り組みを実施。具体的には研修の参加、民生児童委員の会議に出席する（後述）…など。
· 昨年度同様、新規相談支援担当者に、みよし市の障がい者福祉（支援）の状況等を知ってもらうための課題を出し、調べてもらった。
· 意向調査後の打ち合わせやその他ケースの動きに合わせて、相談支援専門員同士が頻繁に顔を合わせ、情報の共有化を図ったり、意見を聞く機会が増えたりしてきている。
· 月１回、市内の障がい福祉事業所スタッフが集まり、勉強会を開催している。
２、ニーズ調査の結果（まとめ）
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①福祉施設利用者の一般就労への移行に関すること

②訪問系サービスに関すること（居宅介護、移動支援など）

③日中活動系サービスに関すること（生活介護、就労継続、地域活動支援センターなど）

④居住系サービスに関すること（ＧＨ、ＣＨなど）

⑤相談支援の充実に関すること

⑥日中一時支援事業に関すること（短期入所、日中短期入所、障害児タイムケアなど）

⑦その他地域生活に関すること（余暇のこと、緊急時のこと、医療のこと、将来的なことなど）
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－考察－

・「⑦地域生活に関すること」がとても多く、主な内容は「保護者の体調不良など緊急時の対応、将来的な生活の不安」などであった。これらの課題に対し、不安やニーズを抱えた当事者（保護者）が多く、もっとも対応が必要な地域課題であることが確認できた。（８月の調査から、緊急時対応は別コードとした）
・次に「⑤相談支援の充実に関すること」が続く。相談支援体制の周知・ＰＲに努めているが、どこに相談に行っていいか分からない、何を相談してよいか分からないという意見も多かった。より顔の見える関係を築くことが必要。
・訪問系サービスについては、移動支援の内容に関することが大部分。送迎を移動支援で行ってほしいという意見も多い。
・日中一時支援事業（特に障がい児タイムケア）の事業所増加を望む意見は児童の保護者から多い。児童の放課後と休日の受け入れ先は、本人の余暇、保護者のレスパイトの観点から、今後も必要度が高い。
３、個別支援会議の定義について

（１）平成２１年度の全体会での報告

「相談支援連絡会では、必要に応じて、または随時で個別支援会議を行っていく。」

→相談支援連絡会で障がい福祉サービス支給量の検討や情報の共有化を行うことで、相談支援や個別支援会議が必要なケースが浮かんできた。

→訪問調査から相談支援につながったケースも増え、連絡会の場で個別支援会議を行うこともあった。

　サービス利用意向調査を行って、サービス利用者からサービス支給量やニーズを聞く中で、相談支援が必要なケースも浮かんできた。そのようなケースに対しては、市内委託相談支援事業所により相談支援を展開できつつあるのだが、相談支援事業所単独では対応できないケースも見受けられる。場合によっては、関係機関を召集して個別支援会議を開催する必要もあり、今後は個別支援会議の一定の基準を設ける必要がある。

（２）個別支援会議の目的

1 対象者に関わる機関が集まり、情報の共有化を行う中で問題解決に向けての共通認識を持ち、各機関が連携を取りつつ対象者を支援したりや役割分担を行ったりする。

2 みよし市の現状や課題を把握し、それらを相談支援連絡会から運営協議会にあげていく。（みよし市の課題、住民ニーズの把握）

特に上記②については、サービス利用意向調査の報告の中でみよし市の課題を抽出しているのと同様に、個別支援会議においてもみよし市の課題や市民ニーズを抽出し、把握していく必要がある。むしろ、個別支援会議において発見された課題やニーズの方が、サービス利用意向調査よりも重いと考える。

（３）個別支援会議の基準と開催フロー
1 相談支援事業所の相談支援専門員が必要と判断、もしくは相談支援対象者からの申し出により、協議会事務局（福祉課）へ開催を打診（対象者の同意が前提）。

2 事務局との打ち合わせにより、関係機関の調整が必要であれば、積極的に会議を開催（関係機関が３つ以上集まれば個別支援会議とする）。

3 必要に応じて、事務局から関係機関に向けて個別支援会議への職員派遣依頼を送付（市内機関、特に協議会参加機関が集まる場合はなるべく依頼文なしで集まれるようにしたい）。

4 個別支援会議開開催。

5 個別支援会議報告書（別紙）を作成し、協議会事務局へ提出。参加機関にも配布。

6 相談支援連絡会で報告。みよし市の課題やニーズを把握し、運協にあげていく。
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個別支援会議　結果報告

開催年月日　H　　年　　月　　日　
相談支援事業所名　　　　　　　　　

	依頼者

	（対象者の同意の有無など）



	参加機関

	

	事例概要

	（対象者名、対象者の状況等）対象者名　　　　　　　　　　


	検討した課題・問題点

	


	検討結果

	（対応方法や今後の方向性、共有事項など）



	現時点での課題

	（みよし市に不足しているもの、あれば解決するものなど）




４、相談支援事業のＰＲについて

（１）目的
民生児童委員等からの相談を受けやすい状態を作ることを目的に、相談支援事業所の担当地区割りを行った（担当地区以外の相談を受けていないわけではない）。
	地区
	担当
	備考

	南部
	ひかりの丘
	明知上・明知下・打越・東山・高嶺・山伏

	北部
	しおみの丘
	莇生・福谷・黒笹・ひばりヶ丘・あみだ堂・三好丘・三好丘緑・三好丘旭・三好丘桜・三好丘あおば

	中部
	わらび福祉園
	新屋・三好上・三好下・西一色・福田・好住・中島・平池・上ヶ池

	全域
	社会福祉協議会

福祉課
	


　　

（２）民生委員との顔合わせについて
①福祉課より６月１０日の民生児童委員運営協議会にて、全員協議会の議題としての打診を取る。
②６月１６日（水）の民生児童委員全員協議会にて、みよし市障がい者相談支援事業所相談員の参加のもとＰＲを行う。
③６月以降の民生児童委員全員協議会後の部会には毎回参加し、情報交換を行っている。
④担当民生児童委員の自宅に、地域支援マップを持参し、個別に相談支援事業（相談窓口）のＰＲを行う。（平成２２年度中に実施予定）

５、今年度のスケジュール（予定）

	内容
	４～６月
	７～９月
	１０～１２月
	１～３月

	訪問調査

ニーズ把握
支給量確認
	○様式再検討
	○実施及び報告
	
	

	個別支援会議
	○開催基準検討
	○随時で実施
	
	

	専門員質向上

事業所連携
	○課題作成
○研修随時

○ケース連絡
	○民生委員との顔合わせ
	
	


６、相談支援事業の現状と課題
（１）相談支援事業の委託形式の差異
現在のみよし市の相談支援事業の委託形式は、

　①相当の経験を有する相談員一人分の人件費程度での委託費で委託（１事業所）

　②相当の経験を有する相談員０．５人分の人件費程度での委託費で委託（２事業所）

　③出張相談分の人件費のみで委託（精神障がい者対応）

　である。結果、一人分の人件費程度委託の事業所に相談ケースが多くまわり、負担が大きくなっている。
　　　　　　　　　（１人分事業所）　　　　　　　　　　（０．５人分事業所）
　　　　　　　　　・相談支援業務（主）　　　　　　　　・現場業務（主）
　　　　　　　　　・調査業務　　　　　　　　　　　　　・相談支援業務（兼）

　　　　　　　　　・自立支援協議会運営　　　　　　　　　・調査業務
　　　　　　　　　　…ケースが多く回る。　　　　　　　　…兼務のため、現場に

多忙。プレッシャー…。　　　　　　　支障も…。
（２）相談員の現状と苦悩
現状、（みよし市社協、福祉課職員も含めて）相談員３人程度で市内の障がい者（児、保護者含む）の相談に対応しているわけだが、近年の人口増加による障がい者数の増加、それに伴う問題の多種多様化により、相談員にはより専門性、迅速性が求められ、個々の相談員、個々の事業所では対応しきれなくなってきている。　また、相談員には守秘義務が課せられ、一人で動くことも多いので、プレッシャーも大きい。
さらに、自立支援協議会の各部会の動きも活発化し、そこで求められる相談員の役割（就労支援フロー中の中心、児童部会のケース調整など）も大きくなり、今後、今のままでは業務をこなしきれなくなる。

（３）各事業所、各相談員の支援方法の違い

　　個別支援会議が開催しやすくなった、事業所（相談員）同士の連携がしやすくなったとはいうものの、各事業所、各相談員の相談支援事業の捉え方に違いがあるのは事実。距離、時間、委託の形式の問題も含め、これらを解決する仕組みが今のみよし市には必要である。
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